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Ⅰ 共生科学技術研究院の研究目的と特徴  
 

○本研究院の目的 

本学は、大学院を基軸とした使命志向型教育研究を実施する科学技術系大学として、高

い倫理性を有する高度専門職業人や研究者を養成するために、学術の展開に留意しつつ、

自由な発想に基づく創造的研究に加えて、社会との連携により総合的・学際的な研究を活

発に展開し、社会的責任を果たすとともに、国際的な交流・協力を推進して国際社会に貢

献することを理念としている。 

本研究院においては、以下の目的を掲げて研究を推進・展開する。 

（１）人類社会の基幹を支える農学、工学及び融合領域に係る基礎研究から科学技術に直

結する応用研究に至る「使命志向型研究」を遂行することにより、卓越した新しい知の

創造を推進する。 

（２）高い倫理観をもって、基礎的な学問分野を継承発展させた研究を実施すると共に、

自由な発想に基づく独創的・萌芽的研究、科学技術の高度化・学際化・国際化に対応し

た研究や社会的要請に対応した新研究領域分野の開拓・創成、新産業の新興・創出・展

開を目指した研究を行う。 

（３）持続発展可能な社会の構築に向け、国内外における研究協力・研究者間の交流を推

進し、「科学技術発信拠点」として国内外に研究成果を提供して、社会的責務を果たす。 

（４）研究環境の整備と共に、組織・体制を柔軟に編成して、その推進・支援体制を整備・

強化する。 

（５）研究活動における目標・計画の立案と遂行状況の自己点検・評価を実施・公表し、

開かれた大学として資源活用の最適化を図り組織体制と活動内容の絶えざる改善を図る。 

 

 

○本研究院の特徴 

本研究院は、平成16年４月の国立大学法人化と同時に、大学院基軸大学として、農学、

工学及び融合領域の交流を一層促進するために、単一組織「大学院共生科学技術研究部」

として設置された（なお、平成18年４月に“共生科学技術研究院”に名称変更した）。この

改組再編により、教育組織と研究組織を分離し、ほとんどの教員は研究組織である本研究

院に所属し、教育組織である各学府等を兼務している。 

本研究院は、既存の学科・専攻の枠だけでなく、農学・工学の学部の枠をも取り外して、

当初２拠点・８部門とした。部門は従来の教育研究分野を継承するとともに、新たな展開

を図る基本組織とし、拠点はその枠を越えた重要な課題研究に即応できる組織とし、有意

な教員が自由に、社会が要請する緊急課題や新規の課題に対応・参画できる体制とした。

設置当初の２拠点は、平成14年度採択の文部科学省21世紀COEプログラムにおけるプロジェ

クト・グループを核とするもので、従来の農・工を構成する学問分野の枠を越えた融合研

究が実施された。本研究院は、平成19年４月に組織の見直しを行い、新規で革新的な「拠

点」を容易に設置可能な制度へ改正した。この制度改正により、組織の活性化及び流動化

を促すと同時に、既存の学府専攻等との不整合性を解消するため、工学系を中心に再編を

実施した。 

現在の部門構成は、農学系、工学系、融合系に整理され、下表に記すように、本研究院

は学問の進展、新規研究プロジェクトの創成等、それぞれの進捗状況に応じて、柔軟に組

織を再編し、研究を推進できるようにし、内外の研究者とも容易に連携できると共に社会

の要請に即応できる組織体制にしている特徴を持つ。 

 

〔拠点〕 

ナノ未来科学研究拠点 

生存科学研究拠点 

若手人材育成拠点 

〔部門（農学系）〕 

 生命農学部門 

 環境資源共生科学部門 

 動物生命科学部門 
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〔部門（工学系）〕 

生命機能科学部門 

応用化学部門 

 先端機械システム部門 

 先端情報科学部門 

 先端電気電子部門 

 先端物理工学部門 

 先端健康科学部門 

 数理科学部門 

 言語文化科学部門 

〔部門（融合系）〕 

 先端生物システム学部門 

 

研究支援組織として、遺伝子実験施設及び機器分析センター（平成 20 年 4 月に「学術研

究支援総合センター」として再編統合）がある。上記施設等には、遺伝子解析装置、DNA

シーケンサ、透過型／走査型電子顕微鏡、核磁気共鳴装置、単結晶 X 線自動解析装置、高

分解磁場型質量分析装置等の高度な共同利用機器が設備され、本研究院の教員に活用され

ている。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

本学の基本理念を達成すると同時に、関連学会等、産業界（企業等）、地域社会、国

際社会から、本研究院の研究目的等に沿った研究の推進が期待されている。  
関連学会等、産業界（企業等）、地域社会、国際社会からは、著書・研究論文の公表、

学会等における研究発表による研究活動の活発な実施、共同研究等による産学連携活動

の積極的な推進、社会における研究成果の活用、研究交流の積極的な推進に本学が貢献

することが期待されている。具体的な内容については各観点で分析を行う。 

 
○本現況調査表に引用するデータについて：  

本学において、上記の通り、改組再編に伴い研究に従事している者すべてが本研究院

を本務又は兼務しており、本研究院の引用データは本学全体のものを活用している。  
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 
分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点１－１：研究活動の実施状況 

(観点に係る状況)「目的と特徴」に示したように、教員が自由に社会の要請する緊急課題

や新規の課題に対応・参画できる体制を整備し、先端的融合研究プロジェクトを組織化し

た２つの拠点を始めとして、各部門を設置した。各拠点・部門においては、研究院の研究

目的に沿った各々の研究目標を設定し、活発な研究活動を実施した（資料1-1-1）。特に、

２つの拠点においては、いずれも国内・国際シンポジウム等を活発に開催し、研究成果を

発信しており、広く社会に貢献する機会を設定している。中でも、ナノ未来科学研究拠点

においては年間平均10回程度開催した。（資料1-1-2）。また、海外からの研究者の受入は、

平成16年度からの４年間平均で161人、また、海外への教員の派遣については、４年間の平

均で568人となっている（表1-1-A）。 

 

表1-1-A 海外からの研究者受入人数及び教員の海外渡航人数（出典：東京農工大学概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記研究院のシステム改革等への取組が評価されて、平成 18 年度には、文部科学省科学

技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進プログラム」に採択された。これ

を受けて、本研究院では、若手研究者が自立的研究に一定期間集中できる特区として独立

した拠点を設置（表 1-1-B）するとともに、国際公募により 811 名の応募者から若手研究

者 22 名が特任准教授として採用した。若手研究者は、充実した環境の中で集中的研究を行

い、研究能力の確立や維持拡大を図っている（資料 1-1-3）。 

 

表 1-1-B 若手人材育成拠点実施体制（出典：東京農工大学 Web サイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施体制実施体制

既存部門・拠点に所属する
助手以上の教員数：385名

生命農学部門

環境資源共生科学部門

動物生命科学部門

生命機能科学部門

共生科学技術研究院共生科学技術研究院

生存科学研究拠点

ナノ未来科学研究拠点

先端生物システム学部門

物質機能科学部門

論理表現科学部門

システム情報科学部門

農学府農学府 工学府工学府生物システム生物システム

応用科応用科学府学府

学問領域に対応して各拠点・部門毎に2名程度の選考採用枠

特区：自立性を保ちつつ，各拠点・部門で目標を共有 ⇒ 全拠点・部門へ

研究支援研究支援

研究場所・資金の提供研究場所・資金の提供 研究成果の波及効果研究成果の波及効果

教員の兼務と教育貢献教員の兼務と教育貢献学生の配属学生の配属

事務組織

若手研究若手研究

支援室支援室

（新設）若手人材育成拠点若手人材育成拠点（人事制度改革特区）国際公募：国際公募：2222名名

拠点長：研究副院長

教員海外渡航人数
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また、同年度には文部科学省科学技術振興調整費「理系女性のエンパワーメントプログ

ラム」にも採択され、新たに設置された女性キャリアセンターを核として、女性研究者を

対象とした研究支援を実施しており、本研究院はこれに積極的に協力している（表 1-1-C）。 

 

表 1-1-C 女性キャリアセンター体制図・実施プログラム（出典：東京農工大学 Web サイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究院において、本学研究の質の維持・向上及び融合研究を奨励するため、下記表 1-1-D

の取組を実施した。 

 

表 1-1-D 研究院が実施した主な研究支援に係る取組（平成 16～19 年度） 

主な取組内容 参照 

・研究の方向性を明確する「大学憲章」及び研究の推進に必要とされる研

究者倫理に関する諸規程等の制定 

・中長期的な研究や基礎的研究に配慮して、運営費交付金から標準的な研

究基盤経費を恒常的に配分（平成 16～19 年度） 

・研究時間を確保する措置として、学内の全学委員会の見直しの実施（委

員会数の減：40→24、会議時間・資料の削減を含めた「会議運営ルール」

作成（平成 17 年度） 

・萌芽的融合研究のための学内研究会・討論会等の開催経費等を配分（平

成 18 年度） 

・研究院の部門を越えた融合、萌芽的研究課題、分野にとらわれない萌芽

的な研究プロジェクト支援経費の配分（平成 19 年度） 

・研究に専念する期間を設定できるサバティカル制度の検討・実施（平成

19 年度決定、平成 20 年度制度導入） 

・研究支援組織（遺伝子実験施設及び機器分析センター）の活用・整備：「目

的と特徴」に記した通り、設備の更新・充実を図ることで、その利用を

促進した。また、より一体的な研究支援組織とするため、両組織を再編

統合することとした（平成 19 年度決定、平成 20 年度再編統合） 

・自己点検・評価及び外部評価の実施（平成 16～18 年度） 

資料 1-1-4 

 

資料 1-1-5 

 

資料 1-1-6 

 

 

資料 1-1-7 

 

資料 1-1-8 

 

表 1-1-E 

 

資料 1-1-9 

 

 

 

資料 1-1-10 

（出典：大学院共生科学技術研究院調査）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

卒業生の会員
約３７，０００名

【主な活動】
・会員名簿の作成
・「農工通信」発刊

【構成メンバー】
センター長
専任コーディネータ １名
研究支援員 ３名
事務職員 ２名

【主な業務】
（１）キャリアパス支援

（２）出産・育児・介護支援システム
（３）卒業生支援ネットワークの構築

（４）ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ環境整備
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●共生科学技術研究院
●3学府 2研究科

●センター
【主な取組み】
女性教員の採用比率
目標の設定等

実施体制： 理系女性のエンパワーメントプログラム

学長

【主な業務】
・行動計画の策定
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・情報発信
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同窓会女性教員ネットワーク

部局

大学院生

学部学生
(1) ～ (4) の実施により、各年代層の

女性研究者が活躍できる体制を確立

実施内容：各年代層の女性研究者に必要なサポートを実施する

職場復帰

(
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(2)出産・育児・介護の支援
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キャリアガイダンス

「ワーク・アンド・ライフのバランス」 を支援

研究支援員によるサポート

育児・介護の外部施設との提携

「母校に戻ろうキャンペーン」 in 農工大

母校におけるブラッシュアップ支援

学内外から雇用発掘して再就職を支援

男女共同参画ポリシーの策定

意識改革の推進

「研究者の道にチャレンジ」 を推進
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表 1-1-E 

 
・・・（以下、省略）・・・  

（出典：役員会配付資料）  
 

 上記の研究実施体制及びその支援のもとで、本研究院の研究活動は活発に実施されてお

り、学術雑誌等における論文発表、学会発表等の件数は下記表 1-1-F の通りであり、法人

化以前と比較して論文で 16％、発表件数で 280％の伸びを示している。 

 

表 1-1-F 研究業績及び発表状況（法人化以前～平成 19 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：教職員活動データベース）※法人化以前：平成 13 年～15 年平均 

 

本研究院の研究目的に基づく研究活動の実施状況は、活発な産学官連携活動、外部研究

資金獲得の状況、研究成果の発信状況から把握することができる。 

本研究院と産官学連携・知的財産センター、農工大 TLO が連携して、本学の産学官連携

活動を推進している。これらの活動が評価され、平成 17 年度には、文部科学省のスーパー

産学官連携本部整備事業に採択された全国６大学の一つとなり、さらに平成 19 年度には、

論文・著書件数
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国際的な産学官連携の推進体制整備機関として 12 大学の一つに選定され、グローバルな産

学官連携活動を実施している(資料 1-1-11)。また、平成 19 年度には、地域社会との連携

を目指して、平成 19 年度に小金井市・東京都とともに経済産業省「大学連携型起業家育成

施設整備事業（地域インキュベータ）」に申請して採択を受け、大学発のベンチャー育成

支援と地域連携の推進を図った（平成 20 年度設置、資料 1-1-12)。 

 研究院等における産学官連携を支援する取組は、下記表 1-1-G の通りである。 

 

表 1-1-G 研究院等が実施した主な産学官連携支援に係る取組（平成 16～19 年度） 

主な取組内容 参照 

・産官学連携・知的財産センターを中心とした支援として、学内での競争

的資金公募説明会開催、公募書類作成支援等の実施（平成 17～19 年度） 

・産官学連携・知的財産センター内に国際リエゾン室を新設、知的財産部

を改組して国際知的財産部を設置し、国際化支援スタッフ 2 名、国際弁

理士 2 名を配置。7 箇所の海外リエゾン拠点を整備し、国際的な産学官

連携の推進体制を整備。 

・企業との包括協定に基づく研究連携イノベーションラボラトリーの設置

（平成 19 年度） 

・「科学研究費補助金マニュアル」作成、申請等に係る説明会の実施（平

成 16～19 年度）、科学研究費補助金審査員経験者等による添削指導（平

成 18～19 年度） 

・外部資金を獲得した教職員へのインセンティブの付与のため「産官学連

携奨励制度」の検討・導入（平成 19 年度から導入） 

表 1-1-H 

 

表 1-1-I 

 

 

 

資料 1-1-13 

 

資料 1-1-14 

 

 

表 1-1-J 

（出典：大学院共生科学技術研究院調査）  
 

表 1-1-H 産官学連携・知的財産センター主催競争的資金公募説明会等開催実績 

開催日時 内容 講師名 

平成 17 年 7 月 14 日（木）

13：15～15：30 

産業技術研究助成事業公募

の説明・相談会 

犬養吉成氏（新エネルギー・産業技術

総合開発機構プログラムオフィサー）

平成 18 年 1 月 6 日（金）

13：15～17：00 

産業技術研究助成事業公募

の説明・相談会 

犬養吉成氏（新エネルギー・産業技術

総合開発機構プログラムオフィサー）

平成 18 年 5 月 11 日（木）

16：00～ 17：30 

平成 18 年度シーズ発掘試験

公募説明会・相談会 
科学技術振興機構担当者 

平成 18 年 7 月 5 日（水）

15：00～ 17：00 

産学共同シーズイノベーシ

ョン化事業・顕在化ステージ

公募説明会 

科学技術振興機構 

技術展開部イノベーション創出課担当

者 

平成 19 年 3 月 27 日（木）

15：00～ 17：00 

平成 19 年度シーズ発掘試験

公募説明会 

科学技術振興機構サテライト茨城 山

下事務局長 

平成 19 年 11 月 16 日（金）

10：00～ 10：20 

産業技術研究助成事業公募

の説明・相談会 

新エネルギー・産業技術総合開発機構

担当者 

平成 20 年 2 月 8 日（金）

15：00～ 16：30 

平成 20 年度シーズ発掘試験

公募説明会・相談会 
科学技術振興機構サテライト茨城 

（出典：大学院共生科学技術研究院調査） 
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表 1-1-I 体制図（出典：産官学連携・知的財産センター運営委員会資料）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 1-1-J 産官学連携奨励制度について 

・・・・（以下、省略）・・・・  
（出典：「教育研究評議会」議事資料）  
 

 上記の産学官連携実施体制及びその支援のもとで、本研究院の産学官連携活動は活発に

実施されており、下記表 1-1-K の通り、共同研究の実績では、法人化前の平均受入金額・

件数と比較すると、平成 19 年度は受入金額で 1.3 倍、受入件数で 1.9 倍と大幅に増加して

いる。相手先の民間企業等も多岐に渡っており、社会のニーズに対応した取組をしている

ことがうかがえる。文部科学省の報告書によると、平成 18 年度の共同研究実績は、件数で

は第 12 位、受入金額では第 10 位となり、教員１人当たりの受入金額は第１位となってい

る(表 1-1-L)。 

 

表 1-1-K 共同研究の実績（経費を伴わない契約を除く） 

年度 受入金額 

（千円） 

対法人化前 受入件数 対法人化前 

法人化前平均 481,423 1.0 144 1.0 

府中サテライト

田町リエゾンオフィス

東京農工大学東京農工大学 産官学連携・知的財産センター産官学連携・知的財産センター 体制図体制図 （平成（平成１９１９年１２月）年１２月）

総合戦略調整室

【業務】
部・室間に渡る活動の
統括及び指揮
【配置人材】
室長（センター長と併任）

１名
専任教員 ２名
事務補佐スタッフ ３名

国際リエゾン室

【業務】
・国際産学官連携活動に関する

渉外事項
・外国企業等との連絡・交渉・

契約等の窓口業務
・海外向けの情報発信

【配置人材】
室長（副センター長と併任）

１名

国際化支援スタッフ ２名

産官学連携推進部

【リエゾン業務】
・共同研究発掘活動
・各種競争的資金の獲得支援
・リエゾン活動
【配置人材】
客員教授・准教授 １４名
産官学推進コーディネータ １名

研究コーディネータ ５名
リエゾンコーディネータ １名
NEDOフェロー ２名
研究支援推進員 １名
事務補佐スタッフ １名
【インキュベーション支援業務】
キャンパスインキュベーション活動支援
【配置人材】
インキュベーション支援人材 １名
事務補佐スタッフ １名

国際知的財産部

【業務】
・発明発掘と権利化
・国際産学官連携活動の支援

（法令順守・紛争予防等）
・農工大TLOと連携した知的

財産の活用

【配置人材】
客員教授 ４名
国際知的財産マネージャー

１名
国際知財人材（弁理士）

２名
特許技術者 ４名
事務補佐スタッフ １名

地域連携室

【業務】
・国、自治体等とのリエゾン活動
・国、自治体等からの共同、受託

研究のアドバイスと支援
・地域インキューペーション活動

支援

【配置人材】
室長（副センター長と併任）

１名
客員教授・准教授 ３名

企
業

海外リエゾン拠点

農
工
大

大
学
院
共
生
科
学
技
術
研
究
院

農
工
大

国
際
セ
ン
タ
ー

産官学連携・知的財産センター産官学連携・知的財産センター

国
・自
治
体
等

連携

相互協力

連携

共同研究

センター長
副センター長（２名）

最高意思決定機関 産官学連携戦略委員会（委員長：学長）

責任者会議

センター運営委員会

研究支援・産学連携チーム ／ 契約事務室

【業務】共同研究契約、受託研究契約、科研費補助金の受入、研究助成金の周知と受入、寄付金の受入
【配置人材】チームリーダー1名、副チームリーダー1名、係長2名、事務職員５名、事務補佐スタッフ１０名

連
携

産官学連携戦略本部（本部長：学長）
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平成 16 年度 626,334 1.3 179 1.2 

平成 17 年度 666,188 1.4 246 1.7 

平成 18 年度 648,529 1.3 253 1.8 

平成 19 年度 625,436 1.3 267 1.9 

（出典：産官学連携の実績） 

 

表 1-1-L 平成 18 年度 共同研究実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査参考資料〔内閣府〕） 

 

科学研究費補助金の採択状況については、下記表 1-1-M の通りであり、法人化後、17～

19 年度にかけて全国平均と比較しても顕著な伸びを示している。平成 18 年度の文部科学

省の報告によると１人当たりの配分金額は国立大学法人中 11 位であり（表 1-1-N）、平成

19 年 5 月に財務省から発表された科研費の配分割合に沿って運営費交付金を配分した場合

の増加率も 87 大学中第 7 位であった(資料 1-1-15)。 

 

表 1-1-M 科学研究費補助金の採択状況〔内定時〕（出典：産官学連携の実績） 

採択件数と採択額(新規+継続) 

※直接経費のみ 
交付年

度 
件数件] 金額[千円] 

採択率

(新規)

全国平均 

採択率 

(参考) 

16 171 664,500 20.5% 22.5%

17 190 686,100 22.6% 21.6%

18 225 937,300 24.0% 21.5%

19 226 917,660 24.3% 22.2%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

500,000
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700,000

750,000
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
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180
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]

22.5
21.6 21.5

22.2

20.5

22.6

24.0 24.3

15

20

25

30

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

採
択

率
(新

規
) 
[%

]

本学実績

全国平均

採択実績の年推移  採択率〔新規〕の年推移  

共同研究受入金額実績順位

順位 大学
受入金額

[千円]

1 東京大学 4,532,046

2 京都大学 2,987,601

3 大阪大学 2,352,261

4 東北大学 2,028,058

5 九州大学 1,605,014

6 東京工業大学 1,513,580

7 名古屋大学 949,841

8 北海道大学 869,960

9 筑波大学 706,134

10 東京農工大学 649,221
11 神戸大学 539,873

12 広島大学 509,611

13 名古屋工業大学 493,101

14 千葉大学 469,254

245三重大学13

244千葉大学14

順位 大学
受入件数

[件]

1 東京大学 906

2 京都大学
大阪大学

643

4 九州大学 567

5 国立高等専門学校機構 536

6 東北大学 519

7 東京工業大学 368

8 北海道大学 362

9 名古屋大学 337

10 筑波大学 290

11 静岡大学 259

12 東京農工大学 254

共同研究受入件数実績順位

順位 大学
教員一人当たり
金額[千円/人]

1 東京農工大学 1,517
2 名古屋工業大学 1,277

3 東京工業大学 1,275

4 東京大学
奈良先端科学技術大学院大学

1,144

5 豊橋技術科学大学 1,079 

6 京都大学 1,028

7 北陸先端科学技術大学院大学 965

8 電気通信大学 947

9 大阪大学 924

10 東北大学 764

11 北見工業大学 731

12 東京海洋大学 701

13 京都工芸繊維大学 693

教員一人当たりの共同研究費受入金額順位

※平成18事業年度分

共同研究受入金額実績順位

順位 大学
受入金額

[千円]

1 東京大学 4,532,046

2 京都大学 2,987,601

3 大阪大学 2,352,261

4 東北大学 2,028,058

5 九州大学 1,605,014

6 東京工業大学 1,513,580

7 名古屋大学 949,841

8 北海道大学 869,960

9 筑波大学 706,134

10 東京農工大学 649,221
11 神戸大学 539,873

12 広島大学 509,611

13 名古屋工業大学 493,101

14 千葉大学 469,254

245三重大学13

244千葉大学14

順位 大学
受入件数

[件]

1 東京大学 906

2 京都大学
大阪大学

643

4 九州大学 567

5 国立高等専門学校機構 536

6 東北大学 519

7 東京工業大学 368

8 北海道大学 362

9 名古屋大学 337

10 筑波大学 290

11 静岡大学 259

12 東京農工大学 254

共同研究受入件数実績順位

順位 大学
教員一人当たり
金額[千円/人]

1 東京農工大学 1,517
2 名古屋工業大学 1,277

3 東京工業大学 1,275

4 東京大学
奈良先端科学技術大学院大学

1,144

5 豊橋技術科学大学 1,079 

6 京都大学 1,028

7 北陸先端科学技術大学院大学 965

8 電気通信大学 947

9 大阪大学 924

10 東北大学 764

11 北見工業大学 731

12 東京海洋大学 701

13 京都工芸繊維大学 693

教員一人当たりの共同研究費受入金額順位

※平成18事業年度分



東京農工大学共生科学技術研究院 分析事項Ⅰ 

- 3 - 10 - 

表 1-1-N 科学研究費補助金採択実績（平成 18 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査参考資料〔内閣府〕） 

 

共同研究、科学研究費補助金を含めた本学外部資金の受入実績は下記表1-1-Oの通りであ

る。受入実績の伸びは法人化以前の平成14年度から16年度は27億円から30億円余り、法人

化後の平成16年度から18年度にかけて38億円余りと法人化後顕著となっている。 

平成 18 年度の文部科学省の調査によれば、本学における基盤的資金に対する外部資金等

の割合、すなわち、外部資金比率は、国立大学法人の中で第３位の実績であり、外部資金

等による活動が積極的に行われこと、また、この活動が高い自主的経営基盤の醸成に結び

ついていることを示している(表 1-1-P)。 

 

表 1-1-O 外部資金受入実績（平成 16～19 年度）（出典：大学院共生科学技術研究院調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,699

1,995

2,123

2,331

2,570

2,659

2,798

3,426

3,630

3,796

3,918

4,250

4,432

5,043

教員一人当たり
配分額〔千円/人）

1,810,550東京医科歯科大学9

順位 大学
科研費配分額

[千円]

1 東京大学 19,969,519

2 京都大学 12,873,800

3 奈良先端科学技術大学院大学 928,770

4 東京工業大学 4,650,190

5 東北大学 10,071,290

6 名古屋大学 6,770,356

7 大阪大学 8,722,260

8 北海道大学 5,998,120

10 九州大学 6,007,660

11 東京農工大学 997,580

12 長岡技術科学大学 450,140

13 北陸先端科学技術大学院大学 291,290

14 神戸大学 2,618,6991,699

1,995

2,123

2,331

2,570

2,659

2,798

3,426

3,630

3,796

3,918

4,250

4,432

5,043

教員一人当たり
配分額〔千円/人）

1,810,550東京医科歯科大学9

順位 大学
科研費配分額

[千円]

1 東京大学 19,969,519

2 京都大学 12,873,800

3 奈良先端科学技術大学院大学 928,770

4 東京工業大学 4,650,190

5 東北大学 10,071,290

6 名古屋大学 6,770,356

7 大阪大学 8,722,260

8 北海道大学 5,998,120

10 九州大学 6,007,660

11 東京農工大学 997,580

12 長岡技術科学大学 450,140

13 北陸先端科学技術大学院大学 291,290

14 神戸大学 2,618,6991,699

1,995

2,123

2,331

2,570

2,659

2,798

3,426

3,630

3,796

3,918

4,250

4,432

5,043

教員一人当たり
配分額〔千円/人）

1,810,550東京医科歯科大学9

順位 大学
科研費配分額

[千円]

1 東京大学 19,969,519

2 京都大学 12,873,800

3 奈良先端科学技術大学院大学 928,770

4 東京工業大学 4,650,190

5 東北大学 10,071,290

6 名古屋大学 6,770,356

7 大阪大学 8,722,260

8 北海道大学 5,998,120

10 九州大学 6,007,660

11 東京農工大学 997,580

12 長岡技術科学大学 450,140

13 北陸先端科学技術大学院大学 291,290

14 神戸大学 2,618,699

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

受託研究員費

受託事業費

その他の補助金

科学研究費補助金

寄附金

受託研究費

共同研究費

受託研究員費 1,353 1,353 1,740 812

受託事業費 76,895 130,239 458,186 564,344

その他の補助金 399,870 319,351 445,361 386,278

科学研究費補助金 720,300 755,430 1,053,640 1,095,980

寄附金 340,942 320,094 353,945 444,667

受託研究費 798,364 955,953 1,100,478 1,178,565

共同研究費 626,334 666,188 648,529 625,436

16年度 17年度 18年度 19年度

単位：千円

※間接経費・一般管理費を含む。
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表 1-1-P 基盤的資金に対する外部資金等の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典： 

（出典：国立大学法人の財務分析〔文部科学省科学技術政策研究所〕） 

 

研究成果の社会への発信は大学の重要な使命とされ、本研究院においても、研究成果の

社会への発信をその研究目的として明記している。発明届出件数については、法人化後、

さらに質の向上を目指した取組を推進しており、平成 18 年度には、質が高く真に有用・有

益な発明を厳選する特許出願制度を導入した(資料 1-1-16)。平成 16～19 年度における発

明届出件数及び特許出願件数（国内及び国外）は、下記表 1-1-Q の通りである。また、研

究成果の発信（技術移転）に係る特記事項を下記表 1-1-R にまとめる。 

 

表 1-1-Q 発明届出件数及び特許出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-1-R 研究成果の発信（技術移転）に係る特記事項（平成 16～19 年度） 

特記事項 参照 

・技術移転機関である農工大TLOと緊密な連携の下、技術移転を実施。同TLO

においては、平成16年度から平成19年度では特許出願件数は合計57件

（内、外国出願は11件）、ライセンシングは46件（新規契約分のみ。個

人帰属の権利を含む）と、活発な活動を展開している。TLO設立からのロ

イヤリティ収入は105,850千円（個人帰属の権利を含む）にのぼる。  

・新エネルギー･産業技術総合開発機構(NEDO)の大学発事業創出実用化研究

開発事業(マッチングファンド)には、平成14年度からの6年間で55件応募

し36件が採択され本学への共同研究費総額は792,531千円にもなってい

る。ベンチャー支援についても、平成18年度の制度終了時までで延べ44

件となっている。 

表 1-1-S  

 

 

 

 

表 1-1-T・U 

 

 

 

 

年度 発明届出件数 特許出願件数 

平成 16 年度 137 96 

平成 17 年度 217 157 

平成 18 年度 160 101 

平成 19 年度 153 76 

教員１人当たり平均 0.392 0.254 

（出典：産官学連携の実績）  

東京農工大学
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・平成 17 年度に、経済産業省が、大学等に対する産業界からの評価・課題

を調査した結果によれば、共同･委託研究およびライセンス契約等に係る

企業からの評価は、全国の大学のうち第９位の評価を受けている。 

・研究成果がベンチャー企業の創出にも帰結してきており、平成 19 年度 

での累積件数は 32 件であり、文部科学省の報告によると平成 18 年度教

員１人あたりの創出数では全国の大学のうち第６位となっている。 

表 1-1-V 

 

 

表 1-1-W・X 

 

表 1-1-S 農工大 TLO の技術移転に係る実績 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-1-T 大学発事業創出実用化研究開発事業 表 1-1-U 大学発ベンチャー支援実績 

  応募・採択件数及び共同研究費受入金額   

 

（出典：大学院共生科学技術研究院調査）   （出典：産官学連携の実績） 

 

採択年度 
応募

件数 

採択

件数 

共同研究費 

受入金額 

（千円） 

平成 14 年度 19 14 144,356

平成 15 年度 1 1 242,780

平成 16 年度 6 2 138,649

平成 17 年度 14 10 128,117

平成 18 年度 9 6 79,931

平成 19 年度 6 3 58,698

合計 55 36 792,531

農工大TLOロイヤリティ収入

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
金額（万円）

ロイヤリティ収入 861 755 2,178 2,236 1,801 1,701 1,053

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

農工大TLOライセンス実績

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0

10

20

30

40

50

60

70

ライセンス実績件数 8 17 12 9

累積件数 23 40 52 61

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度
0

5

10

15

20

25

国内出願等件数* 14 12 11 20

外国出願件数** 5 1 2 3

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

農工大TLO特許出願件数

出典：産官学連携の実績及び大学

院共生科学技術研究院調査  

大学発ベンチャー支援
（発明協会の専門家派遣事業）

0

2

4

6

8

10

12

支援ＶＢ案件

0

10

20

30

40

50

60

70

支援回数

支援ＶＢ案件 3 6 9 9 10 7

支援回数 8 42 56 58 50 29

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
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表 1-1-V 共同・委託研究及びライセンス契約等に係る企業からの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：技術移転を巡る現状と今後の取り組みについて（平成 17 年度調査）〔経済産業省〕） 

 

表 1-1-W ベンチャー企業創出累計件数（出典：大学知的財産本部整備事業委託業務報告書）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-1-X 教員一人当たりのベンチャー創出件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査参考資料〔内閣府〕 

1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818

ベンチャー企業創出～累計件数の年推移～

5
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29
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0

5
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件

1919年度年度

0.035

0.041

0.041

0.047

0.057

0.061

0.068

0.075

0.082

0.101

0.102

教員一人当たり
創出件数（件/人）

名古屋工業大学9

順位 大学

1 九州工業大学

2 奈良先端科学技術大学院大学

3 北陸先端科学技術大学院大学

4 小樽商科大学

5 京都工芸繊維大学

6 東京農工大学

7 長岡技術科学大学

8 豊橋技術科学大学

10 岩手大学

11 電気通信大学

平成18年度 文部科学省調査データを基に計算
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0.075

0.082
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0.102

教員一人当たり
創出件数（件/人）

名古屋工業大学9

順位 大学

1 九州工業大学

2 奈良先端科学技術大学院大学

3 北陸先端科学技術大学院大学

4 小樽商科大学

5 京都工芸繊維大学

6 東京農工大学

7 長岡技術科学大学

8 豊橋技術科学大学

10 岩手大学

11 電気通信大学

平成18年度 文部科学省調査データを基に計算
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資料 1-1-1  研究院の部門・拠点ごとの研究目標 

資料 1-1-2  国内・国際シンポジウム等開催状況 

資料 1-1-3  若手研究者研究実施状況 

資料 1-1-4  大学憲章・研究者行動規範等 

資料 1-1-5  「研究経費」の経常的な措置 

資料 1-1-6  委員会見直し再編図及び会議運営ルール 

資料 1-1-7  研究院における研究支援経費（学会準備経費・学内研究会等支援）募集要

項及び審査結果一覧 

資料 1-1-8  研究院における研究支援経費（融合・萌芽的な研究プロジェクト支援経費）

公募実施要領及び審査結果一覧 

資料 1-1-9  学術研究支援総合センター概念図 

資料 1-1-10  自己点検評価及び外部評価の実施 

資料 1-1-11  スーパー産学官連携本部整備事業及び国際的な産学官連携の推進体制整備

選定結果について 

資料 1-1-12  農工大インキュベータ及び地域インキュベータについて 

資料 1-1-13  研究連携イノベーションラボラトリーについて 

資料 1-1-14  研究院における科学研究費補助金に関する取組み 

資料 1-1-15  国立大交付金成果主義で 74 校減額 配分増 13 校のみ（平成 19 年 5 月 22

日読売新聞記事） 

資料 1-1-16  職務発明等の取り扱いについて 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由  
(水準) 期待される水準を大きく上回る。 

(判断理由)研究目的に照らして、本研究院は、研究支援施設を活用して活発に研究を実施

するとともに、産官学連携・知的財産センター等と連携して産学官連携活動を積極的に取

り組んでいる。その成果は著書・研究論文の公表数、共同及び受託研究等の実施状況、研

究資金の獲得状況等から把握することができる。また、国内・国際シンポジウム等の開催、

海外の研究員受入・派遣などにより、国内外における研究交流等を活発に実施している。 

以上のことから、関連学会等、産業界（企業等）、地域社会、国際社会の期待を大きく上

回っていると判断する。 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点２－１：研究成果の状況 

(観点に係る状況) 

 本学では、平成 14 年度に 21 世紀 COE プログラム２件の採択を受け、共に高い評価を受

けている（資料 2-1-1）。また、法人化以前からの高い研究水準を維持しており、多くの研

究成果があがっている。研究院の研究目的に照らして、選定した研究業績については「学

部・研究科等を代表する優れた研究業績リスト」の通りである。このうち、学術面におけ

る代表的な研究業績を事例として分析すると、下記表 2-1-A に示す通りであり、幅広い分

野で多様な研究業績があがっている。  
 中でも、本研究院を代表する業績には、次のようなものがある。  
・澱粉および関連多糖に作用する酵素の基礎と応用に関する先駆的研究において、新たな

α -アミラーゼの概念を提案し、澱粉および関連する糖を分解する特徴的な性質を持つ酵素

の立体構造と機能相関を世界で初めて報告、分岐シクロデキストリンの実用化は、糖質関

連酵素の縮合反応を工業的に利用した初めての成功例とされた業績  
・産業的に極めて重要な麹菌のゲノム塩基配列解析を完了した業績  
・イオン液体の合成に関する研究において、イオン液体の合成・液晶へのイオン液体特性

の導入・イオン伝導高分子フィルムの作成など、イオン液体の新しい潮流を築き上げた業

績  
・新規チオウレア型有機分子触媒の開発とベイリスーヒルマン反応の実用化に関する研究

においては、有機分子触媒として着目したチオウレア化合物がカルボニル基を活性化し、

反応を飛躍的に促進することを見いだし、キラルチオウレア化合物を触媒とした不斉反応

化にも成功した業績  
 
表 2-1-A 代表的な研究業績【事例】（出典：大学院共生科学技術研究院調査資料） 

分野 研究内容 特に優れている点 参考 

応用生

物系 

新規プロテアーゼに関す

る研究 

プラスミノーゲンを限定切断

して血管新生阻害活性をもつ

よう断片を生成する新規プロ

テアーゼを Bacillus 属細菌か

ら発見。 

質の高い論文と評価され，審査

責任者の判断で投稿から 18 日

間という異例の速さで受理さ

れた論文 

左記の業績により、Journal of 

Biological Chemistry 

(IF5.854) への掲載、成果に基

づいた実用化開発で 5 件の特許

出願（3 件は成立）、4 件の研究

助成獲得 

生命工

学系 

新規チオウレア型有機分

子触媒の開発と、ベイリ

スーヒルマン反応の実用

化 

有機分子触媒として着目した

チオウレア化合物は、カルボニ

ル基を活性化し、反応を飛躍的

に促進することを見いだした。

またキラルチオウレア化合物

を触媒とし、その不斉反応化に

も成功した。 

左記の業績により、Most Cited 

Paper Award（2006 年度、2007

年度）受賞。引用回数 83 回。

Tetrahedron Letters 誌への掲載

（IF2.5） 
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生命工

学系 

光学活性カチオン性ロジ

ウム／BINAP 系錯体触媒

を用いた不斉[2+2+2]付

加環化反応にアルキニル

リン化合物を用いる有機

合成に関する研究 

極めて独創的かつ有用性の高

い有機合成反応である。 

左記の業績により、Angew. Chem. 

Int. Ed.（IF10.232）への

Synfact、数多くの Review 誌

（CEJ, 2008, ASAP など）への掲

載、引用回数 12 回、競争的資金

2 件獲得（科研若手 S 含む）、特

許出願（国内・外国）。関連す

る業績も 10 報が ACIE（2007 年

21 回引用）,JACS（2004 年 51 回）

等に掲載、Hot Paper や Most 

Cited Articles にも選定。 

生命工

学系 

イオン液体の合成に関す

る研究 

イオン液体の合成、液晶へのイ

オン液体特性の導入、イオン伝

導高分子フィルムの作成など、

イオン液体の新しい潮流を築

き上げた。 

左記の業績により、J. Amer. 

Chem. Soc.（IF7.42）への掲載。

引用回数 93 回、国際会議での基

調講演・招待講演 8 回。関連す

る業績も引用回数 75 回、37 回。

機械シ

ステム

工学系 

微細放電加工法の開発 

全く新しい放電回路を開発、微

細寸法の加工可能限界を拡げ

ることに成功 

左記の業績により、精密工学会

論文賞、工作機械技術振興財団

論文賞、The Best Papers Award

受賞、特許出願（国内及び外国）

機械シ

ステム

工学系 

多孔質アルミナ皮膜表面

に形成した吸着型感圧塗

料(PSP)の時間応答性に

関する研究 

吸着型感圧塗料(PSP)の応答時

間が 10μs 程度であることを示

した 

左記の業績により、掲載誌 

(Meas. Sci. Technol.（IF1.22）

より，2004 年度の最優秀論文賞

受賞、引用回数 9 回 

機械シ

ステム

工学系 

先進制御技術を活用した

予防安全性能向上に関す

る研究 

車両制御の分野で顕著な研究

業績をあげている 

左記の業績により、Vehicle 

System Dynamics へ基調論文と

しての掲載、Best Paper Award

受賞、国際会議での基調講演、

招待講演。 

融合系 

細胞そのものを材料とし

た力学的機能と化学的機

能を持ち合わせた独創的

なバイオアクチュエータ

の開発に関する研究 

長期間動作可能な心筋細胞駆

動型のマイクロポンプを世界

に先駆けて発表 

左記の業績により、Lab on a chip

誌（IF5.821)表紙に研究成果の

図と写真が掲載、Nature の

Editor’s choice(Nature, Vol. 

440, 258, 16 March 2006)で紹

介、新聞報道 2 件、Web 配信 2 件、

第 19 回安藤博記念学術奨励賞受

賞、第 29 回大会日本比較生理生

化学会発表論文賞受賞 

電気電

子工学

系 

ナノ結晶シリコンに適し

た実用的な表面アニール

法に関する研究 

応用展開を図る上での最重要

課題を克服する基本技術の確

立 

左記の業績により、Appl. Phys. 

Lett.（IF3.977）への掲載 

米国 Materials Research 

Society (MRS)の Outstanding 

Symp. Paper Award（2005）、米

国 Electrochemical Society フ

ェロー賞(2006)受賞 
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応用生

物系 

人の感染症に関わる糸状

菌 A.fumigatus の完全な

ゲノム塩基配列解析に関

する研究 

臨床分離株の 29.4 メガ塩基の

完全なゲノム塩基配列を解読 

左記の業績により、NATURE (IF 

26.681)への掲載、引用回数 149

回 

応用生

物系 

麹菌のゲノム塩基配列解

読に関する研究 

産業的に極めて重要な麹菌の

ゲノム解析が完了 

左記の業績により、NATURE (IF 

26.681)への掲載、引用回数 102

回、新聞報道、醸造学会 2007 年

度特別表彰受賞、競争的資金獲

得 

応用生

物系 

オレフィンクロスメタセ

シス反応に関する研究 

電極酸化法によって 2 種類のオ

レフィンが４員環遷移状態を

経由して、炭素原子が入れ替わ

る、新たな現象を発見 

左記の業績により、Angew. Chem. 

Int. Ed. (IF 10.23)への掲載、

国際会議への招待講演 4 回、平

成 19 年度電気化学会論文賞受

賞、競争的資金 4 件獲得 

応用生

物系 

澱粉および関連多糖に作

用する酵素の基礎と応用

に関する先駆的研究 

新たなα-アミラーゼの概念を

提案、澱粉および関連する糖を

分解する特徴的な性質をもつ

酵素の立体構造と機能相関を

世界で初めて報告、分岐シクロ

デキストリンの実用化は、糖質

関連酵素の縮合反応を工業的

に利用した初めての成功例 

左記の業績により、平成 18 年度

日本農学賞、第 43 回読売農学賞

受賞。J. Biol. Chem.（IF5.854）。

引用回数 12 回。関連論文も引用

回数 73 回、J. Biol. Chem.

（IF5.854）、J. Mol. Biol.

（IF5.229）、Biochemistry

（IF3.848）、FEBS J. / Eur. J. 

Biochem. （IF3.164）の掲載。 

応用生

物系 

癌の増殖と浸潤・転移お

よび癌に付随する高脂血

症に対する非栄養素リグ

ナン類の作用及び機構の

解析に関する研究 

栄養学のみならず広く機能性

食品科学に貢献する 

左記の業績により、Nutr. Cancer

（IF2.426）への掲載、平成 19

年度日本栄養・食糧学会学会賞

受賞。関連する業績も Cancer 

Lett.（IF3.277）、Am. J. Clin. 

Nutr.（IF6.562）への掲載。 

応用生

物系 
癌細胞に関する研究 

ＧＭ３合成酵素を導入し、ＧＭ

３含量を回復させることで、癌

化した細胞の正常化を見出し

たことは、癌研究における非常

に重要な新知見である。 

左記の業績により、Proc. Natl. 

Acad. Sci. USA（IF9.463）への

掲載、国際シンポジウムへの招

待講演、引用回数 16 回 

 

上記と同様に、社会面における研究成果の活用事例について分析すると、表 2-1-B の通

りである。本研究院においての業績が社会に貢献しているかが把握できる。 

 

表 2-1-B 社会面における研究成果の活用事例 

研究内容 研究成果の活用例 

手書き文字認識，ペ

ンインタフェース

などの技術に関す

る研究 

特許「手書き文字オンライン認識装置とその字体登録・学習方法（特許 2994992

号）」と共に㈱富士通のタブレットＰＣ等に組み込まれている他、日立製作所

の製品に組み込まれ、Justsystems の「一太郎」で使われる等、複数の製品で採

用。平成 19 年度には新たにメデイコールジャパン、海連（台湾）、日本 NCR か

らこの技術を組み込んだシステムが開発・販売。技術は更に筆記制限が緩和さ

れ、文字認識の学習や評価の基準になる大規模データベースも開発されており、

データベースについては、10 以上の海外研究機関を含め、50 以上の機関が利用。
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環境ホルモンの包

括的分析方法の開

発に関する研究 

日本の環境ホルモン研究において、「多摩川の鯉の生殖異常」の原因を明らか

にし、行政的な対応を可能とした。独立法人土木研究所や東京都下水道局など

で下水処理における女性ホルモン類の除去に関する調査が行われるようになっ

た 

Al 窒化物結晶の厚

膜成長に関する研

究 

従来、成長不可能と言われていた Al 系窒化物結晶の厚膜成長に初めて成功。大

手メーカーにおいて、実用化に先行性を確保、数年内にも 100 億円規模の事業

への育成を図っていく考えであるとされている。 

噴霧法によるナノ

粒子合成に関する

研究 

国内科学機器メーカーにより粒子発生器として製品化された。 

米国の計測機器メーター最大手がカタログに参考論文として紹介。 

磁性細菌の工学的

応用に関する研究 

磁性細菌が生合成する磁気微粒子を用いた検査機器の開発が進められ、ポータ

ブル型自動核酸抽出器(PNE-1080)、磁気ビーズを用いた全自動遺伝子判別装置

(MSD-1)に搭載され理化学機器メーカーより市販化、研究・医療機関で利用され

ている。PNE-1080 は特許（特願 2005-104816）を基に開発され平成 17 年度より、

MSD-1 は大学の基盤技術 (特願 2005-079822 他 10 件)を基に開発され、遺伝子判

定を１台の装置で全自動検査できる世界初の装置として平成 18 年度より販売開

始。 

倒伏抵抗性の大き

い飼料用水稲長稈

新品種「リーフスタ

ー」（水稲農林４１

３号）の開発・育成 

倒伏抵抗性の大きい飼料用水稲長稈新品種を開発し、食料自給率向上に貢献し

ている。国、県の試験研究機関で実用化試験が行われ、関東以南ですでに作付

けが始められている。 

薬剤シクロスポリ

ンの酵素及び作用

機序に関する研究 

薬剤の作用機序を解明し、ビデオを監修。医療関係者に薬剤の作用機序に関す

る詳しい情報提供のため、全国の医療関係者へ配布（当初は 5000 人）、患者へ

の説明、大学の授業でも利用。 

アレルギー疾患の

擦過行動の定量化

に関する研究 

新規アルゴリズムに基づくコンピュータ画像解析によって、実験小動物の擦過

行動を自動評価し、定量化することに成功した。東京農工大発ベンチャー１号

（株）ノベルテックによって製品化され、国内外の医薬品会社を中心に販売さ

れ、創薬の現場で高い評価を得ている。 

（出典:大学院共生科学技術研究院調査資料） 

 
資料 2-1-1  21 世紀 COE プログラム事後評価結果  
 

(２)分析項目の水準及びその判断理由  
(水準) 期待される水準を大きく上回る。 

(判断理由) 研究目的に照らして、幅広い分野で研究を実施し、多くの成果をあげている。

学術面において国内外の学会賞等の受賞、学会・国際会議等での招待講演・基調講演の実

績、インパクトファクターの高い雑誌への掲載、被引用回数等を根拠とする研究業績及び

社会面においては国内外の産業で活用されている研究成果が多数ある。  
以上のことから、本研究院の研究成果は、関連学会等、産業界（企業等）、地域社会、国

際社会の期待を大きく上回っていると判断する。 
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Ⅲ 質の向上度の判断 

① 事例１：「若手研究者の育成」（分析項目Ⅰ） 

（質の向上があったと判断する取組）法人化以前においては、全学をあげての若手研究

者の育成の為の取組みはなかったが、学長のリーダーシップの下、平成 18 年度採択の

科学技術振興調整費採択課題「若手人材育成拠点の設置と人事制度改革」により、若手

研究支援室を立ち上げ、研究院に新設した『若手人材育成拠点』においてテニュアトラ

ック制度を導入した（表 1-1-B）。国際公募により 811 名から選ばれた 22 名のテニュア

トラック教員には、研究予算・研究スペースの提供、研究以外の管理業務等の負荷軽減

などが行われた。本制度をきっかけに人事制度改革が着手され、大学運営費によるテニ

ュアトラック制度が整備されることになった（表 3-1-A）。本制度の導入により、優秀

な若手研究者を確保でき、また、若手研究者が自立的に独自の研究を遂行できるよう措

置することは、更に優れた業績を輩出できる環境を整えたこととなり、研究の質の向上

が図られたと言える。なお、本制度導入後の平成 18 年度から 20 年度にかけて、科学研

究費補助金若手研究(A)及び(B)の採択率が 44％から 54%へ上昇したことは研究の質の

向上度を示す指標と言える（表 3-1-B）。 

 
表 3-1-A 大学運営費によるテニュアトラック制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出典 「教育研究評議会」議事要旨及び資料） 

 

 

 

 

 

 
・・・・（中略）・・・・  

 
・・・・（中略）・・・・  

 
・・・・（以下、省略）・・・・  



東京農工大学共生科学技術研究院 

- 3 - 20 - 

表 3-1-B 科学研究費補助金若手研究(A)及び(B)の新規採択率 

  申請件数 採択件数 

種目 
若手

研究 A

若手

研究 B
合計 

若手

研究 A

若手

研究 B 
合計 

平成 16 年度 7 65 72 0 32 32 

平成 17 年度 7 69 76 2 28 30 

平成 18 年度 5 68 73 4 33 37 

平成 16～18 年度合計 19 202 221 6 93 99 

平成 16～18 年度平均値 31.6% 46.0% 44.8% 

平成 19 年度 8 74 82 6 40 46 

平成 20 年度 13 71 84 5 39 44 

平成 19～20 年度合計 21 145 166 11 79 90 

平成 19～20 年度平均値 52.4% 54.5% 54.2% 

 

②事例２：「女性研究者への支援」（分析項目Ⅰ） 

（質の向上があったと判断する取組） 平成 18 年度採択の科学技術振興調整費「理系

女性のエンパワーメントプログラム」により、女性キャリア支援・開発センターを発足

させ、女性研究者が出産・育児・介護によって数ヶ月にわたる長期休暇をとる場合に、

女性キャリア支援教員を配置し、研究を継続して実施できる体制を整えた（p3-4 表

1-1-C 参照）。また、小金井キャンパスに事業所内保育所を設置することが決まってい

る。これらの制度の導入により研究環境が整備されており、女性研究者の研究が継続さ

れ、質が確保されていると言える。なお、女性研究者の人数が平成 16 年度から 20 年度

で 10 名増えており、研究環境が整備されていることを裏付けている（表 3-2-A）。 

 

表 3-2-A 女性常勤教員数推移（平成 16 年度～平成 20 年度）（出典：東京農工大概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 事例３：「21 世紀 COE 研究拠点の成果の活用」（分析項目Ⅱ） 

（質の向上があったと判断する取組） 平成 14 年度に採択された二つの 21 世紀 COE

拠点は、平成 16 年度、法人化と同時に研究院に研究拠点を設置し、組織化した。この

二つの拠点の事後評価は、それぞれＡ判定を受けた（ｐ3-14 資料 2-1-1 参照）。事業

終了後、これら COE 拠点は、本研究院内で引き続き研究拠点として維持され、継続して

活動を行っている。COE プログラムで実施した研究課題から派生した多用な成果・実績

に基づき、平成 17 年度の派遣型高度人材育成共同プラン、平成 19 年度の大学院教育改

革支援プログラム、若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラムの採択

に繋がっており、これらの成果は研究の質の向上の根拠と言える。 

女性常勤教員数推移
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④事例４：「科学研究補助金の積極的な申請及び着実な採択状況」（分析項目Ⅰ） 

（質の向上があったと判断する取組） 平成 16 年度から研究院において毎年「科学研

究費補助金マニュアル」を作成し、申請等に係る説明会を開き、添削などによる申請書

の書き方の指導を行った（資料 1-1-14）。法人化時点で、採択率 20.5％（全国平均 22.5％）、

配分金額（直接経費）約 6 億円であった。19 年度には、採択率 24.3％（全国平均 22.2％）

配分金額約 9 億円となり、採択率が 3.8 ポイント上昇し、配分額が約 3 億円増加（増加

率 33.4％。配分金額全体の増加率は 4％）した（ｐ3-8 表 1-1-M 参照）。なお、配分金

額は、配分機関中 24 位となっている（表 3-4-A）。この取組によって、科学研究費補助

金への申請等取組みの気運の高まりと同時に、基礎研究費の獲得増に伴い、研究の質の

向上が図られているといえる。 

 

表 3-4-A 科学研究費補助金機関別配分額トップ 300（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：科学新聞記事（平成 20 年 5 月 23 日）） 

 

⑤  事例５：「産官学連携への積極的な取組み①－スーパー産官学連携本部の採択」（分

析項目Ⅰ） 

（質の向上があったと判断する取組） 平成 15 年度に大学知的財産本部整備事業の採

択を受け、整備された知的財産本部は共同研究､受託研究の受入件数・金額やベンチャ

ー創出累積件数、ライセンス累積件数などの実績から平成 17 年度に行われた中間評価

の結果最高評価のＡ評価を受けた。同時に、平成 17 年４月には、「スーパー産学官連携

本部」に全国６機関のうち、一機関として採択され、さらに、平成 19 年 4 月には、「国

際的な産学官連携の推進体制整備機関」としても採択された（ｐ3-6 資料 1-1-11 参照）。

このことは、法人化以降、高い研究の質を維持していることを示している。また、これ

らの事業により、研究院で実施する研究プロジェクトに専門性の高い能力をもった支援

人材を配置し、シーズとニーズのマッチングが容易に図れる支援システムを整備すると

ともに、国際リエゾン室・国際知的財産部を設置し、国際化に対応した人材も配置する

ことができた（ｐ3-7 表 1-1-I 参照）。これらの取組みによって、海外企業（アメリカ、

ドイツ、韓国、シンガポール）とも複数年の共同研究が実施され始めた。これらの支援

組織が整備できたことは、本学の研究の質の向上を示すものである。 

 

⑥ 事例６：「産官学連携への積極的な取組み②－共同研究等の実施」（分析項目Ⅰ） 

（質の向上があったと判断する取組） 平成 17 年度にそれまでの「大学知的財産本部

整備事業」による知的財産本部からスーパー産学官連携本部へと支援組織を拡充し、さ

らに平成 19 年度から本学独自に「研究連携イノベーションラボラトリー」制度を整備
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し、企業等との包括協定の拡充を図った（ｐ3-6 資料 1-1-13 参照）。共同研究の受け

入れは、法人化前と比べて、評価時点では受入金額で 1.3 倍、受入件数で 1.9 倍と大幅

に増加した（ｐ3-7 表 1-1-K）。また、共同研究の大型化、契約の複数年化、企業等

との包括契約の締結などにより、短期的な課題ばかりではなく中長期的な課題にも取り

組む質的な変化が見られた。特に複数年契約は急激に増え、平成 16 年に 28 件であった

ものが評価時点では 109 件と約４倍増した（表 3-6-A）。平成 18 年度の文部科学省の報

告によると、共同研究実績は件数では第 12 位、受入金額では第 10 位、教員１人あたり

の受入金額は第１位となっている（ｐ3-8 表 1-1-L 参照）。共同研究の実績は、応用研

究の評価の高さを裏付けていると言え、このことから研究の質の向上が図られていると

いえる。 

 

表 3-6-A 共同研究複数年度契約実績（平成 16 年度～19 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典：文部科学省産学連携実施状況調査）  
 

⑥   事例７：「産学官連携への積極的な取組③－研究成果の産業界への移転」（分析項

目Ⅰ） 

（質の向上があったと判断する取組） 平成 13 年に設立した本学の技術移転機関、農

工大 TLO(株)の協力を得て学内研究シーズの広報に努め、技術移転、ベンチャー創出・

育成を図った。TLO 設置後、特許の実施許諾件数は、法人化前時点では 15 件であった

が、法人化後の４年間で 46 件増え、累計は 61 件になった（ｐ3-11 表 1-1-S 参照）。

創出されたベンチャー企業数は、法人化前に 20 社、法人化後に 12 社、累計で 32 社に

なった（ｐ3-12 表 1-1-W 参照）。農工大 TLO の活動は、本学の知的活動の結果から生

じた研究成果の産業界への移転を促進するものであり、本学の応用研究・実用化研究の

質が向上していることを示している。 
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